
入 札 公 告 

 
次のとおり一般競争入札に付します。 

 
令和５年１０月２５日 

 
分任支出負担行為担当官 

東京空港事務所長 松岡 慎治 
 
１．履行概要 
(1) 契約件名 

令和５年度 計測器校正（東京空港事務所） 
(2) 履行場所 

別紙のとおり 
(3) 履行内容等 

本作業は航空保安無線施設等の保守業務で使用する計測器の校正を行うものである。 
(4) 履行期間 

契約締結日の翌開庁日から令和６年３月２１日まで 
(5) 電子調達システム対象 

本案件は、資料等の提出、入札等を電子調達システムで行うため、電子調達システムに
よる場合は、電子認証（ＩＣカード）を取得していること。 
なお、電子調達システムによりがたいため、入札書等を郵送等又は持参し、入札の参加

を希望する者（以下「紙入札による参加を希望する者」という。）は、その承諾願いを分
任支出負担行為担当官東京空港事務所長（以下「分任支出負担行為担当官」という。）に
提出することで、入札に参加することの承諾を得ることができる。 

 
２．競争参加資格 
(1) 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当しない者である
こと。 
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得て

いる者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 
(2) 予決令第７１条の規定に該当しない者であること。 
(3) 令和０４・０５・０６年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」
のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされた競争参加資格を有する者であること（会社更生法
（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事
再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者に
ついては、手続開始の決定後、競争参加資格を継続する為に必要な手続きを行った者であ
ること。）。 
なお、当該資格を有していない者については、「競争参加の資格に関する公示」（令和

４年３月３１日付官報）に記載されている申請方法等により、競争参加資格の申請を受け
付ける。 

(4) 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年
法律第８８号）の規定（第３章第４節を除く。）又はこれらの規定に基づく命令に違反し
た日若しくは処分（指導を含む）を受けた日から５年を経過しない者でないこと（これら
の規定に違反して是正指導を受けた者のうち、入札参加関係書類提出時までに是正を完了
している者を除く。）。 

(5) 労働保険、厚生年金保険、全国健康保険協会管掌健康保険又は船員保険の未適用及びこ
れらに係る保険料の未納がないこと（入札参加関係書類提出時において、直近２年間の保
険料の未納がないこと。）。 

(6) 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 
但し(3)の競争参加資格を継続する為に必要な手続きを行った者を除く。 



(7) 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争参加資格確認資料（以下
「資料」という。）の提出期限から開札日までの間に、国土交通省東京航空局長から航空
局所掌の工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和５９年６月２８日付け空経第３
８６号）に基づく指名停止を受けていない者であること（但し、中小企業等協同組合法又
は特別の法律によって設立された組合又は連合会にあっては、当該組合又は連合会の構成
員のうち、指名停止措置要領に基づく指名停止を受けている構成員がいる場合、当該構成
員を、本契約の履行期間中、本業務に従事させないこと。）。 

(8) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

(9) 予決令第７３条の規定に基づき、分任支出負担行為担当官が別途定める競争参加資格要
件事項を全て満たす者であること（詳細については別紙を参照。）。 

 
３．入札手続き方法等 
(1) 担当部局 

〒144-0041 東京都大田区羽田空港３－３－１ 
東京航空局東京空港事務所総務部会計課調達担当 
TEL 03-5757-3004 

(2) 入札説明書の交付方法 
（a）入札説明書等を電子調達システムにより交付する。交付期間は、本日より令和５年１

１月７日１７時００分までとする。期限日以降の入手は認めないものとする。電子調
達システムによる入札説明書等のダウンロード方法については、次を参照のこと。 

https://www.cab.mlit.go.jp/tcab/img/contract/03_koukoku_tcab_ippan_pdf/20-
210107-02.pdf 

（b）（a）の交付方法による入手ができない入札参加希望者は、上記(1)に問い合わせるこ
と。受付期間は、本日より令和５年１１月７日までとする。 
（但し、行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項に規
定する行政機関の休日（以下「休日」という。）を除く。）の１０時００分から１２
時００分及び１３時００分から１７時００分まで（最終日は１６時００分）の間とす
る。 

(3) 申請書及び資料等の提出期限 
上記(2)で交付する入札説明書の指示に従い、入札説明書に添付する様式を使用したうえ、

以下の提出期限までに提出すること。 
令和５年１１月８日 １４時００分まで 
(a) 電子調達システムによる者は、提出期限までに申請書及び資料を下記(5)に掲げるＵ
ＲＬに提出しなければならない。 

(b) 紙入札による参加を希望する者は、提出期限までに申請書及び資料を上記(1)に掲げ
る場所に持参、郵送（書留郵便に限る。）又は託送（書留郵便と同等のものに限る。）
により提出（提出期限までに必着とする。）しなければならない。 

(4) 入札書の提出期限 
(a) 電子調達システムにより入札する場合は、下記(6)の開札日の前日（休日を除く。）
の令和５年１１月２７日 １６時００分までに下記(5)に掲げるＵＲＬから入札しなけ
ればならない。 

(b) 郵送等により入札書を提出する場合は、信書便（郵送又は民間事業者による信書の
送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書便事
業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信
書便をいう。）により(1)に入札書を送付することとし、下記(6)の開札日の前日（休
日を除く。）の令和５年１１月２７日までに必着とする。 

(c) 持参により入札書を提出する場合は、下記(6)の開札日時及び場所に入札書を持参し、
提出しなければならない。 

(5) 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ先 
電子調達システム https://www.nyusatsu.geps.go.jp/OMP/Accepter/ 
電子調達システム ヘルプデスク TEL 0570-000-683（ナビダイヤル） 
                  03-4332-7803（IP電話等をご利用の場合） 
 

https://www.cab.mlit.go.jp/tcab/img/contract/03_koukoku_tcab_ippan_pdf/20-210107-02.pdf
https://www.cab.mlit.go.jp/tcab/img/contract/03_koukoku_tcab_ippan_pdf/20-210107-02.pdf


(6) 開札日時及び場所 
令和５年１１月２８日 １０時００分 東京空港事務所 ５階Ｃ会議室 

 
４．その他 
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 
(2) 入札保証金及び契約保証金 

免除。 
(3) 入札参加者に要求される事項 

開札日の前日までに申請書及び資料の内容に関する分任支出負担行為担当官からの照会
があった場合には、説明をしなければならない。 
なお、提出期限までに申請書及び資料を提出しない者又は競争参加資格が無いと認めら

れた者は、本案件に参加することができない。 
(4) 競争参加資格の確認 

本案件の参加希望者は２．に掲げる競争参加資格を有することを証明するため、申請書
及び資料を提出し、分任支出負担行為担当官から競争参加資格の有無について確認を受け
なければならない。 
なお、２．(3)に掲げる事項を満たしていない者も申請書及び資料を提出することができ

るが、２．(1)、(2)及び(4)から(9)に掲げる事項を満たしている時は、開札日において、
２．(3)に掲げる事項を満たしていることを条件として競争参加資格が有ることを確認する
ものとする。 
但し、当該確認を受けた者が入札に参加するためには、開札日において２．(3)に掲げる

事項を満たしていなければならない。 
(5) 入札の無効 

２．に掲げる資格のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽の記載をした者のした入
札並びに入札説明書（仕様書等添付書類を含む。）及び国土交通省航空局競争契約入札者
心得において示した条件等入札に関する条件に違反した者のした入札は無効とし、無効の
入札を行った者を落札者としていた場合には落札者決定を取り消す。 
なお、分任支出負担行為担当官により競争参加資格のある旨を確認された者であっても、

開札時において２．に掲げる資格のないものは、競争参加資格のない者に該当する。 
(6) 入札方法 

入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、本案件に係る諸経費等を含め見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する
金額を入札書に記載すること。 
落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に相当する額を加

算した金額（１円未満の端数は切り捨て。）をもって落札価格とする。 
原則として、当該入札の執行において入札執行回数は２回を限度とする。 
なお、当該入札回数までに落札者が決定しない場合には、原則として予決令第９９条の

２の規定に基づく随意契約には移行しない。 
(7) 落札者の決定方法 

予決令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ
て有効な入札を行った入札者を落札者とする。 
なお、落札者となるべき者が２者以上となった場合は、くじにより落札者を決定するも

のとする。 
(8) 契約書作成の要否 

要 
(9) その他詳細 

入札説明書による。 
  



［別紙］ 
○ 履行場所について 
 
１．(2)履行場所とは、下記に掲げる場所とする。 
 
（１）東京空港事務所庁舎  ：東京都大田区羽田空港 3-3-1 
（２）大島空港庁舎        ：東京都大島町元町字北の山 270-1 
（３）新島 TACAN局舎      ：東京都新島村向山 
（４）雄山 VOR/DME局舎    ：東京都三宅島三宅村坪田 1394 
（５）八丈島空港庁舎      ：東京都八丈島八丈町大賀郷 2839-2 
（６）関宿 VOR/DME局舎    ：千葉県野田市木間ヶ瀬字下新堤 
（７）館山 DME局舎        ：千葉県館山市大字神余字船ヶ作 
（８）御宿 TACAN局舎      ：千葉県夷隅郡御宿町岩和田字戸渡山 2206 
（９）坂戸受信所局舎      ：埼玉県鶴ヶ島市脚折 100 
（１０）箱根 ARSR局舎     ：神奈川県足柄下郡湯河原町鍛冶屋字辰沢 954-8 
（１１）横須賀 DME局舎    ：神奈川県三浦郡葉山町下山口茅木山 
（１２）友部送信所局舎    ：茨城県笠間市平町 1718 
（１３）百里 VOR局舎      ：茨城県小美玉市百里 260 
（１４）大子 TACAN局舎    ：茨城県久慈郡大子町大字大子字太郎沢 2209-40 
（１５）松本 VOR/DME局舎  ：長野県塩尻市洗場 8480 
（１６）静岡空港出張所    ：静岡県牧之原市坂口 1250-72 
（１７）仙台空港事務所庁舎：宮城県名取市下増田字南原 
（１８）大館能代空港庁舎  ：秋田県北秋田市脇神葈岱 21-144 
（１９）花巻空港出張所    ：岩手県花巻市葛第 3 地割 183-1 
（２０）庄内空港庁舎      ：山形県酒田市浜中字村東 30-3 
（２１）山形空港出張所    ：山形県東根市大字羽入字柏原新林 3008 
（２２）福島空港出張所    ：福島県石川郡玉川村大字北須釜字はばき田 21 
（２３）八戸 ARSR局舎     ：青森県八戸市大字鮫町字高森 30-6 
（２４）上品山 ARSR局舎   ：宮城県石巻市三輪田字高森 14 
（２５）いわき ORSR局舎   ：福島県いわき市三和町合戸字内畑 281-1 
（２６）いわき VOR/DME局舎：福島県いわき市大久町小久字滝の沢 24-14 
（２７）宮古 VOR/DME局舎  ：岩手県下閉伊郡岩泉町小本字大牛内 223-2 
 
 

 
○ 分任支出負担行為担当官が別途定める競争参加資格要件事項について 
 
２．競争参加資格(9)の「予決令第７３条の規定に基づき、分任支出負担行為担当官が別途

定める競争参加資格要件事項を全て満たす者であること。」とは、下記に掲げる事項とする。 
なお、当該契約の入札に参加するためには、２．競争参加資格の各要件及び下記に掲げる事

項を全て満たす者であること。 
 
(1) 業務遂行上の法的条件 
計測器校正の実施にあたり、電波法、計量法のいずれかに指定（認定）を受けている業者

であること。なお、電波法で指定されている者は、以降の項目で求める資料の作成は不要。 
 
(2) 業務遂行に必要とされる標準計量器 
計量法で指定されている者は、計量法施行規則第 90条に定める計量区分に対応する「電 

流、電圧、静電容量、インダクタンス、電気抵抗、インピーダンス、電力、無効電力、皮相 
電力、電力量、無効電力量及び皮相電力量であって直流又は周波数が主として 1メガヘルツ 
以下のもの」及び「電圧、インピーダンス、電力及び電磁波の減衰量であって、周波数が主 
として 1メガヘルツより高いもの並びに電界の強さ、磁界の強さ及び電磁波の電力密度」に 
該当する標準計量器（計量法施行規則第 90条第 2項に定める）を保有していること。 



 
(3) 校正機関に必要とされる品質及び管理システムの確保 
 計量法で指定されている者は、ＩＳＯ／ＩＥＣ１７０２５に認定登録されていること。 
 
(4) ＪＣＳＳ認定範囲 
計量法で指定されている者は、ＪＣＳＳ認定区分の中で高周波電力分野における認定校正 

の範囲において、下記の範囲内で一点でも認定を受けていること。 
 

 最大値 最小値 
周波数 １２ＧＨｚ １０ＭＨｚ 
電力 ２００Ｗ １０ｐＷ 

 
 

 



公告・公示案件に係る説明資料の交付に関する補足 

 
 
入札又は見積合わせ（以下「入札等」といいます。）に参加をご希望の方は、弊所より説

明資料・仕様書をお受け取り下さい。 
現在、政府電子調達（GEPS）から、説明資料・仕様書をダウンロードして入手いただけ

るように設定しております。是非ご利用ください。 
 
インターネット環境があれば、GEPS 未導入の方でも、資料のダウンロードは可能です。 
 

ダウンロード方法説明資料（東京航空局ホームページ） 

https://www.cab.mlit.go.jp/tcab/contract/publicly/11.html 

 
 
 
入札等にあたりましては、齟齬を防ぐために、参加をご希望される方と説明資料・仕様

書をお受け取りになられた方を照合しております。 
説明資料・仕様書をお受け取りになられた履歴の確認ができない方からの入札等への参

加は、お断りしております。 
 
入札等関係資料をまとめられた民間サイトもございますが、説明資料・仕様書の入手

は、GEPS から直接ダウンロードしてください。 

GEPSより直接ダウンロードしていただきますと、ダウンロードの履歴が残るため、弊

所にて説明資料・仕様書のお受け取りの確認ができます。 

説明資料は、こちら 

https://www.cab.mlit.go.jp/tcab/contract/publicly/11.html

